
決算書掲載頁　P105

内
訳

町名地番を用いる住居の表示による混乱、障害を解消し、市民生活の便宜を図り、もって公共の福祉の増進に資することを目的としている。この事業の実
施により、郵便・消防・救急等の諸業務及び防犯活動等の諸活動が円滑になる。また、住所による場所の確認が容易になり、各種行政事務等の合理化が
図れる。
また、各種土地登記等の申請に基づく行政区域境界の確認申請により、隣接市町村との行政区域境界を確認し、隣接する市町村との行政区域境界を明
確にする。

住居表示管理事務適正化として住居表示の管理台帳の電算化に向けて取り組む。
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実施済み区域における案内表示について、地域の要請に応じ計画的に補修等を行う
など適正に管理することにより公共の福祉に大きく貢献した。A

適正に事業を執行できている。
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目
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住居表示地区における住居表示案内板の維持管理及び新築入居者に対する住居番号表示板を交付することにより市
民生活の便宜を図り、公共の福祉を増進すること。
各種土地登記等の申請に基づく行政区域境界の確認申請により、隣接市町村との行政区域境界を確認し、隣接する市
町村との行政区域境界を明確にする。
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誰からも分かりやすい町作りをするため、住居表示に関する法律に基づき住居表示を行う。
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1

直営 昭和47年度以前 住居表示に関する法律、河内長野市住居表示条例

住居番号表示板の交付（平成２４年度　新築１４９件・滅失及び欠落計４８件）　　
　

従前から住居表示を実施し、輻輳した住所表示が発生している他市での対応策をさぐり、最も効率的に関係住民の利便
向上に役立つ新たな住居表示の推進について調査、研究する。
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住居表示地区における住居表示案内板の維持管理及び新築入居者に対する住居番号表示板を交付することにより市
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事業：住居表示関係事業                       

市民生活の向上に資する施策のひとつとして、社会的な生活の基本である「住所」の標記を合理的でわかりやす

く表示することで、より住みよい環境を創造する制度として住居表示事業を昭和４１年６月から実施している。 

平成２５年４月現在、総町数７９町 町面積１２．７２平方キロメートルを実施済みである。 

 

細事業：住居表示関係事業                      

（１）住居表示案内板等の維持管理業務 

     住居表示実施済区域において、地元自治会からの依頼により、現地調査を行い、住民の生活上支障をき

たすと判断した既設住居表示案内板、街区表示板等について修繕、作り替えを行った。 

      大矢船地区  案内板フレーム取替修繕   １基フレーム作成費用 １４７，０００円 

      市内３ヶ所分の街区表示板作成           作成費用合計  ４７，７７５円 

 

（２）新築届等の受理及び表示板の交付業務 

    河内長野市住居表示条例第３条第１項に規定する、建築物の新築届がなされた新番号付番分１４９件及

び建築物の建て替えや滅失・欠落等による住居番号表示板の交付申請がなされたもの４８件について、

それぞれ住居番号表示板の交付を行った。 

 

（３）住居表示証明書の交付業務 

    各種の住所変更手続きに際し必要とされる河内長野市住居表示規則第６条の規定による住居表示証明

について２９９件、３３０枚の交付を行った。 

 

（４）行政区域境界確認業務 

    土地等の登記上で必要とされる本市と隣接する市町村との行政区域の境界確認について１件の業務を

行った。 

 

 

         

街区表示板取り付け例 住居表示案内板修繕例 


